平成28年度生物を用いた水環境の評価・管理（手法）に係るパイロット事業
調査事業場応募書類
	
	申込日
	2016年　月　日

	申込者情報
	氏名（ふりがな）
	

	
	会社名（ふりがな）
	

	
	職名
	

	
	メールアドレス
	

	
	電話番号
	

	
	会社所在地
	〒

	事業場情報
	事業場名
	

	
	業種区分※１　日本標準産業分類に基づく中分類の分類コードおよび項目名
	分類コード
	

	
	
	項目名
	

	
	総排水量（m3/日）
	

	
	放流先（下水処理場・河川・海など）
	

	
	電話番号
	

	
	事業場所在地
	〒

	事業場選定時に参考とする情報等
	1．本調査に応募する理由について教えてください。
	

	
	2.調査対象として応募される事業場の概要（例：製造業の場合、製造製品の概要など）、排水口の数などについて、差し支えない範囲で教えてください。
	

	
	3．過去（平成21、22、24、25又は26年度のいずれかの年度）の環境省調査事業において、排水の生態毒性を調査したことがありますか？
ある場合は、事業の中で実施された生物応答試験による生態毒性の検出の有無、試験結果を踏まえて貴社が実施（当該年度の環境事業の終了後を含む。）された生態毒性原因の調査状況や排水改善対策の状況について教えてください。
	はい・いいえ

	
	
	(はいの場合)


	
	4．3.の環境省調査事業以外に、類似の生物応答試験を実施したことがありますか？
ある場合は、試験結果の概要について教えてください。
	はい・いいえ

	
	
	(はいの場合)


	
	5. 本事業の調査結果等を、事業場名とともに公表することは可能ですか？

可能な場合は、その理由について教えてください。
	はい・いいえ

	
	
	(はいの場合)

	
	6．排水中に多種の化学物質、あるいは副生成物などリスク評価が難しい化学物質が含まれる可能性がありますか？ 
	はい・いいえ


	
	7．本事業の目的や公募要領の内容について、十分に御理解されましたか？　また、次頁の【応募に当たっての留意事項】について同意しますか？
	はい・いいえ



※１　業種区分は政府統計の総合窓口のページ（http://www.e-stat.go.jp/SG1/htoukeib/TopDisp.do?bKind=10）をご参照ください。
※２　応募時に御提出いただいた情報は、対象事業場の選定以外の用途には使用いたしません。
【応募に当たっての留意事項】※詳細は公募要領を御一読ください。
1. 応募事業場数が予定する対象事業場数（10程度）を超えた場合の選定方法

· 業種、排水プロセス等の多様性が確保されるように留意しつつ、環境省及び国立環境研究所において選定いたします。この際、特定の業種を優先することはありません。

· この選定に係る考え方の範囲内で、下記のア）からエ）のいずれか該当する事業場が応募してきた場合には、これらのいずれにも該当しない事業場よりも優先して選定いたします。
· 選定時に異なる条件を比較する必要が生じた場合等には、環境省及び国立環境研究所が、環境省が設置した「生物を用いた水環境の評価・管理手法に関する検討会」（以下「検討会」という。詳細は環境省HP（http://www.env.go.jp/water/seibutsu/conf.html）参照。）の座長の了承を経て対象事業場を選定しますが、検討会における今後の議論に役立てられるように積極的に排水処理プロセスの概要等の技術的情報を開示いただける事業場については、特に優先して選定いたします。

ア）平成21～22年度又は平成24～26年度の環境省調査事業（※）において排水サンプルの提供等に係る御協力をいただいた事業場のうち、排水サンプルから生態毒性が検出され、その結果等を踏まえ、当該年度の環境省調査事業終了後に毒性原因の調査や排水改善等を自主的に実施した、実施中又は実施しようとされている事業場

イ）本事業において行われた生物応答試験等の結果等について、当該事業場の自主的な判断として事業場名とともに公表することを応募の際に可能な旨を表明された事業場（当該事業場を所有する事業者の方の自主的な御判断で表明された場合に限る）

ウ）中間体などのリスク評価を行うことが難しい化学物質を最終製品の製造過程で生成する事業場

エ）排出する排水中に多種類の化学物質が含まれると考えられる事業場
　　　※次のいずれかを指します。

平成21年度WET手法を活用した水環境管理手法検討調査

平成22年度生物応答を利用した水環境管理手法検討調査
平成24年度生物応答を利用した水環境管理手法検討調査
平成25年度生物応答を利用した水環境管理手法検討調査業務
平成26年度生物応答を利用した水環境管理手法検討調査業務
2. 応募及び事業を通じて得られた事業者情報の取り扱い
· 本事業を通じて得られた調査結果等に係る情報は、本事業に選定された事業者が不利益を被ることないよう、事業場が特定されず、かつ企業秘密が秘匿される範囲で、環境省が設置する検討会での今後の議論に供せられるよう、原則として公表され得るものとしますが、具体的な公表の範囲は、個別の事例に応じ、環境省及び国立環境研究所が事業に御協力いただく事業者と個別に十分な調整を行った上で、判断させていただきます。
· 情報の取り扱いについては、各事業者において必要とする場合には、国立環境研究所と事業者の間において所要の秘密保持契約を締結いたします。なお、環境省担当官も同様の秘密保持の責務を負うものとします。

3. 生物応答試験、排水改善等の実施に係る経費等について
· 本事業における生物応答試験及び水質分析の実施に係る費用は国立環境研究所が負担します。
· 事業対象となった事業場には、生物応答試験のために必要となる排水試料の採取及び試験実施機関への輸送（輸送費は国立環境研究所が負担）を、国立環境研究所が指定した方法で御協力いただきます。

· 本事業の調査対象に選定された事業場には、事業の実施に必要な限りにおいて、国立環境研究所に排水改善等に係る技術的助言等を求めていただくことができます。
· 排水から生態毒性が検出された事業場（判断基準等の詳細は応募要領参照）において、毒性原因の調査結果等を踏まえて排水改善を実施するかどうかは、排水規制等の現行法令を遵守限り、各事業場自主的な御判断によるものとします。このため、これらに係る経費は、本事業の範囲外となります。
